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病床機能班の概要

• 病床機能の分化・連携や病床の効率的利用等のために必要となる実
施可能な施策について、定量分析・定性分析を組み合わせ、関係学会
とも連携を取りつつ、幅広い検討を行う研究班

【主な活動】

• 医療計画グループ 医療計画班： 医療計画における指標に関する研究

（この研究成果は「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制について」（厚生労働省医政局地域医療計画
課長、平成29年3月31日）のP.5にて、重要指標及び参考指標の参考先として言及）

• 病床機能グループ 定量分析班： 病床機能４区分に関する定量的分析

• 病床機能グループ 事例統括班： 全国規模での事例収集と定性的分析

• 病床機能グループ 機能連携班： モデルケースの事例収集と活用に関する研究

• 病床機能グループ 実地検証班： 急性期指標の開発と活用に関する研究

等
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病床機能班メンバー

• 今村 知明（奈良県立医科大学）＜研究代表者＞

• 池田 俊也（国際医療福祉大学）

• 石川 ベンジャミン光一（国立がん研究センター）

• 伊藤 達哉（長野県）

• 加藤 源太（京都大学）

• 河原 和夫（東京医科歯科大学）

• 木村 慎吾（石川県）

• 小林 美亜（千葉大学）

• 島崎 謙治（政策研究大学院大学）

• 瀬戸 僚馬（東京医療保健大学）

• 副島 秀久（済生会熊本病院）

• 田極 春美（三菱UFJﾘｻｰﾁ&ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ）

• 野田 龍也（奈良県立医科大学）

• 長谷川友紀（東邦大学）

• 林 修一郎（奈良県）

• 伏見 清秀（東京医科歯科大学）

• 藤森 研司（東北大学）

• 町田 二郎（済生会熊本病院）

• 町田 宗仁（金沢大学）

• 牧野 憲一（旭川赤十字病院）

• 松田 晋哉（産業医科大学）

※班会議出席対象者50音順、敬称略
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医療計画に関する指標の公開

• 研究代表者所属機関(奈良医大)のWebサイトで指標例を公表中

3



病床機能分化・連携に関する事例収集

• 各地域における病床機能分化・連携を支援するため、積極的な取り組
み事例を全国規模で収集し、研究班として分析を実施

• 何をもって「積極的な取り組み」や「良い事例」と
するかは多様な視点があり得るので、各団体の
推薦に基づいて事例を収集し、すべてを収載

• 各地域において活用できるポイント等について、
研究班として取りまとめを行い、公表

• 平成27年度調査の結果は書籍として刊行
（本日はこの内容を中心にお話しします。）
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事例収集の概要

• 病床機能班（今村知明研究代表者）
及び医政局地域医療計画課から、

日本医師会、各病院団体、各病院

グループに事例の推薦を依頼

• 各団体から、病床規模や地域等に
偏りの少ない75施設、101事例を
推薦

• 病床機能班に属する特定の団体
に属していない中立的メンバーを

中心に、定性分析を実施
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各地域における取り組みの内訳

• 取り組み事例の7割弱が「連
携の強化」で、3割弱が「病床
再編や配置転換」。

• この傾向には病床規模による
差異はほとんど見られず。（若
干の地域傾向はみられる。）

• 地域医療介護総合確保基金
を活用している事例は、まだ
少なめ。

一つの事例が複数の取り組みにまたがることがあるため、
合計値は事例数を上回っている。
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病床機能分化・連携の取り組みスキーム

• 「病棟再編と連携」は車の両輪で、「院内の基盤強化」がエンジン

病床機能分化・連携
の促進

院内の病床再編・
新病棟の設置等

基金の活用等に
よるICT基盤整備や

人材育成

地域連携ｸﾘﾃｨｶﾙﾊﾟｽ
の活用

病病連携・病診連携
病介連携の推進
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院内の病棟再編・新病棟の設置①

• 病床機能報告制度における「高度急性期」の明確化や、診療報酬改定
の潮流を受けて、「どの機能を担うのか」というポジショニングを明確化

• 高度急性期を充実させるケース
ICUや救急救命病棟の増床、診療科別病棟から混合病棟への転換など
【成果指標】 時間外の救急入院件数の増加など

• 回復期や慢性期機能にフォーカスを当てるケース
回復期リハビリテーション病棟や地域包括ケア病棟への転換など

病床削減で生じたスペースを活かした通所リハビリテーションの開設など

【成果指標】 在宅復帰率や病床利用率の改善など
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院内の病棟再編・新病棟の設置②

• 地域包括ケア病棟を活用する利点と課題
在宅復帰を支援する病棟としての機能はもちろん、サブアキュートを強化する例も

【利点】 急性期病棟では、急性期に特化した運用が可能に。

【課題】 運用基準づくりと周知（医療従事者はもちろん、住民にも周知が必要）

退院調整を担う人材や、セラピストの確保など

• 地域の人口減少等を踏まえて、急性期病院間での「棲み分け」を協議
する事例も散見

（例） Ａ病院では救急・周産期・がん、Ｂ病院ではリウマチや頭頚部の専門診療

⇒行政主導で議論が進んでいく中で、各病院としては自院のカラーの明確化が課題
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看護師等の配置換えや人材の確保

• 病床再編や新病棟の開設に伴い、医療従事者の配置換えや、新たな
職員（職種）の確保が進展

• 看護職員の配置換え
単科病棟から複合的な疾患に対応する病棟になるため、必要な知識・技術が増大

⇒看護部門への周知、混合病棟化を図ることで負担軽減など

• 新たな職員の増員・配置
退院支援活動を充実させるため、メディカル・ソーシャル・ワーカー（MSW）を増員
MSWや退院支援看護師の増員により、土日を含めた退院支援活動を実現
【成果指標】 長期入院患者の減少、未収金の減少など

※人材育成のために、地域医療介護総合確保基金を有効活用する事例も散見
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病病連携・病診連携

• いわゆる「顔の見える連携」が重視される傾向は従来通りだが、同時に
地域連携パスやICTを活用した「効率のよい連携」を重視する動きも。

• 救急医療連携体制の構築
ベッドコントロールを工夫し、救急受け入れ態勢（病床数や受け入れ時間）を強化

いったん高度急性期の病院に受け入れた患者を、トリアージ後に後方病院に再搬送

住民の理解と協力が不可欠なので、住民に対する説明の機会の確保 など

• 「顔の見える関係」の効率化
紹介件数に応じて訪問回数を変える、他方で医師が歯科診療所を訪問するなど、

メリハリのある訪問やカンファレンス開催をめざす事例が増加

• 在宅療養支援診療所の支援
退院後の不安定な患者に対しては、診療所に加えて病院からも訪問を実施

在宅療養支援診療所を利用患者を、地域包括ケア病棟で受け入れ（レスパイト含む）
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病介連携

• 介護支援専門員との連携を重視する病院が多い一方で、事業所数の
多さから、合理性のある形での連携を模索する病院が多数

• 緊急時の対応フローの共有
「どのような状態の入所者を、どのような業務フローで送る（受け入れする）か」明文化

⇒搬送手段がなく、救急車を呼んで高度急性期の病院に搬送される事例を予防

• フォーカスを明確にした介護サービス事業所への訪問
病病連携・病診連携のように「同一市町村の全施設訪問」というケースは見られず

介護サービス事業者側が主催するカンファレンスを活用するなど効率化が課題

他方、介護施設側での「看取り」を重視して、デスカンファレンスを積極的に行う事例も
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連携パスやICT等の連携支援ツールの活用

• 地域連携パスは、骨折や脳卒中に加え、がん・糖尿病などの長期療養
を伴う疾患にも拡大。円滑な運用には、MSWや事務職の活用も重要。

• 適切かつ効率的な連携パス運用体制の構築
パスの運用に伴う作業負担を軽減するため、転院実務を担うMSWや、適用可能事例
の抽出（ケースファインディング）を担う事務職の活用など、運用体制の強化が焦点に

⇒事前指定書を含めた連携書式等の効率化と、職種ごとの精緻化が、ともに存在

⇒効率的な分析を実現するため、単一施設ではなく、郡市医師会で分析を行う事例も

• ICTを活用した連携体制の構築
空床状況に限らず、転院・転所後の患者状態を把握するシステム活用事例が散見

現時点では効果を実感しにくいとの意見もあり、「上手な使い方」の模索と普及も課題

※電子化した連携パスの構築に地域医療介護総合確保基金を活用する事例も散見
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具体例

• 西日本／公立病院（400床以上）
• 診療情報をいち早く共有できるよう、地域医療連携情報システム（独自
開発でなく大手商用サービスを利用したもの）の参加を促している。

• 連携先施設の医療機能を確認したり、自院の活動の説明を行うために
病院を訪問し、顔の見える連携を行っている。また、地域連携クリティカ
ルパス会議や、地域懇談会を開催し、連携を深めている。

• 連携医療機関の空床状況がわかるよう、各医療施設に地域医療連携
情報システムへの入力を依頼している。

• 紙媒体の地域連携クリティカルパスは、患者とともに施設間を移動する
ため、連携先施設での現況を把握することが困難であった。また、デー
タの二次利用が困難であるなどの課題があった。

• そこで、地域医療介護総合確保基金の補助を受け、地域医療連携情
報システムを活用して、地域連携クリティカルパスの電子化を実現した。
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事例収集に基づく病床機能分化・連携の支援

15



取り組み事例分析のまとめ

• 病床機能分化や連携を推進する取り組み事例として、病病連携・病診
連携・病介連携については、「効率的な連携」をめざす段階に成熟

• 他方で、連携を通じた「病床再編や新病棟の開設」や、そのための医
療従事者の配置換え等については、ゆるやかに進行中

• これらの取り組みに地域医療介護総合確保基金を活用している事例
はまだ少ないが、人材育成やICTなど連携支援ツールの基盤を整備す
る事例は複数存在

• これらの取り組みは、最終的には住民の理解があって成立するものな
ので、理解を求めるための活動を重視する取り組みも徐々に増加
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「全国事例集」の活用方法

•本日お示ししたような取り組み事例が、病院名入りで、より詳
細に掲載されています。

•例えば、次のような疑問が生じたときに、複数の解決策から
地域に応じた対応を検討することができます。

「急性期病床を転換する際に、どのような課題が生じるのか。」

「地域包括ケア病床を、どのように活用していけばいいのか。」

「病病連携はある程度実現したが、病介連携はどう推進すべきか。」

「地域連携クリティカルパスの活用状況は、どのように評価するのか。」

「基金を活用した病床機能分化事例には、どのようなものがあるか。」
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